
事業事前評価表（開発調査） 

作成日：平成 20 年 8月 29 日 

担当グループ：農村開発部畑作地帯グループ 

１．案件名 

モロッコ王国エルラシディア県農村地域開発計画調査 

２．協力概要 

（１）事業の目的 

 モロッコ国内でも特に貧困率の高いエルラシディア県において、末端行政単位であるコミュ

ーンの開発計画、及び地域のニーズとポテンシャルに基づく県の農村開発計画の策定を支援す

ることで、同県の貧困削減のために必要な方策を明らかにする。また、これら計画の策定及び

パイロット事業の実施を通じ、その計画・実施プロセスと体制の改善にかかる提案を行うとと

もに、県及びコミューンの行政組織、事業実施機関、地域住民組織等の関係者の能力向上を図

る。 

 

（２）調査期間  2008 年 11 月～2011 年 10 月（36 ヶ月） 

 

（３）総調査費用   約 3.7 億円 

 

（４）協力相手先機関 

内務省自治総局（Ministère de l’Interieur, Diréction Générale des Collectivités 

Locales） 

エルラシディア県庁（Province d’Errachidia） 

タフィラレット地域農業開発公社（Office Régional de Mise en Valeur Agricole de

Tafilalet; 以下 ORMVA TF） 

 

（５）計画の対象（対象分野、対象規模等） 

対象地域： 

 メクネス・タフィラレット州エルラシディア県（59.585 ㎢） 

対象地域人口： 

 約 56 万人（農村部約 36 万人、都市部約 20 万人） 

直接裨益対象者： 

 エルラシディア県庁関係部署職員（約 25 名）、 

ORMVA TF 本部及び支局職員（約 20 名） 

 

なお、パイロット事業実施対象コミューンの裨益者は以下のとおり。 

コミューン役場職員（1コミューンあたり約 15 人）、 

コミューン議員（1コミューンあたり約 15 人）、 

住民組織（アソシエーション1や協同組合2等）及び住民（1コミューンあたり約 5,000-10,000

人） 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点 

モロッコ王国（以下、「モ」国）の国土面積は 44.6 万㎢（日本の約 1.2 倍、ただし西サハラ

を除く）、人口は 3,051 万人3である。経済成長を続ける一方で、人間開発指標（UNDP2004）で

                                                  
1 「アソシエーション法」（1958 年制定、2002 年改定）に基づき所定の政府登録を経た非営利住民活

動団体。 
2 「農業協同組合一般規定」（1984 年制定）及び「協同組合発展に関するORMVA任務に関する法」（1993
年制定）に基づき、農業・海洋漁業省の認可を経て設立される。 
3 2006 年モロッコ統計局報告書より。 
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は 200 カ国中第 124 位であり、貧困層の多くが農村部に居住し（都市部貧困率 4.8%に対し農村

部貧困率 14.5％）、社会的格差・地域間格差の是正が重要な課題となっている。 

国土を南北に縦断するアトラス山脈の南東部の半乾燥地域は、従前より地理的・社会的にそ

れ以外の地域から隔絶され、1990 年代に入り同国政府による貧困削減・格差是正への政策転換

がなされるまで開発行政が十分及ばなかったため、現在も伝統的な社会文化慣習が根強く残り、

住民の貧困率や他の地域との社会的・経済的な格差が大きい。 

中でもエルラシディア県は「モ」国における最貧困地域の一つであり、国土の 8.44%にあた

る領域に山間部・平野部・砂漠地帯の異なる自然環境が広がる。年間降水量は 50～250mm 程度

で、河川沿いの自然堤防帯や伝統的灌漑施設であるハッターラ等を水源とするオアシスにて営

まれる乾燥地農業が主要産業であり、集落はこれらオアシス周辺に点在している。 

同県の主な収入創出源である農業は、特産品のナツメヤシ、オリーブ、畜肉、香辛料等を中

心に比較的ポテンシャルが高いが、近年は旱魃や地下水の過剰揚水による水不足が深刻である。

我が国はこの問題に対し、技術協力（開発調査「東部アトラス地域伝統灌漑施設（ハッターラ）

改修・農村開発計画調査」（2003 年 2 月～2005 年 10 月））を実施し、ハッターラ分布地域での

農家の収入向上に向けて作付面積や農業生産量の拡大を図るべく、灌漑水量の削減のための灌

漑施設の改修を中心とした開発計画を策定した。同計画では、圃場レベルでの節水灌漑につい

ても導入の必要性を提案しているが、その普及に向けた具体的な方策までは検討していない。

また、地域生産品の高付加価値化や流通販売の改善についてもその必要性を提案しているもの

の、実施に向けた具体的な計画までは示されていない。 

一方、「モ」国政府は近年、貧困削減を推進するため、地域開発における地方機関への権限委

譲と住民参画を進め、ボトムアップ型地域開発プロセスの適用・定着を目指しているが、エル

ラシディア県においては、人員・予算上の制限や実務経験の浅さ、加えて集落が広大な地域に

点在する地勢的条件の下、県やコミューンの行政・議会が本来期待される機能を十分に果たし

ていない。また、県内で多数形成されている住民組織（アソシエーションや協同組合等）の多

くは設立後間もなく能力も低い。このため、地方行政や議会及び住民組織の能力強化が必要と

なっている。加えて、当該地域の開発事業を効果的に進めるには、中央政府と末端行政の調整

機能を担う県レベルにおいて、従来の縦割り型行政からセクター間協調への移行を図り、総合

的な開発戦略を構築する必要がある。 

かかる状況の下、「モ」国内務省は当該地域での協力実績を有する我が国に対し、地域住民の

生活水準及び収入の向上に必要な方策の明確化と、その実施のための計画の策定にかかる協力

を要請した。 

 

（２）相手国政府国家政策上の位置づけ 

「モ」国政府は 1960 年代より徐々に地方分権化政策を進めており、2002 年には内務省が「県

憲章」の制定及び「コミューン憲章4」の改正を行い、地方公共団体の権限と機能の拡大を図っ

ている。 

さらに 2005 年 5 月に国王が発表した｢人間開発に係る国家イニシアティブ（2005～2010）｣

（Initiative Nationale pour le Développement Humain、以下INDH）では、地域開発における

県レベルでのセクター間協調、及びコミューンと地域住民の参画促進による社会的格差・地域

間格差の是正を目標に掲げている。また同政策の下、主としてコミューンや住民組織が提案す

る開発事業に対し、直接的な資金援助5を行っている。 

これらの政策をきっかけとして、同国政府はコミューン単位での包括的な開発計画（コミュ

ーン開発計画、Plan de Développement Communal、以下 PDC）の策定を進めており、2010 年ま

でに国内の全てのコミューンで PDC を策定することとしている。 

上記の動きに先駆けて、農業・農村開発・海洋漁業省（当時6）は 1999 年に「2020 年農村開

発戦略（La Stratégie 2020 de Développement Rural）」を発表しており、この中で、地方機関

                                                                                                                                                            
4 1960 年制定。 
5 INDH下の 4 つの資金プログラム（村落部貧困対策プログラム、都市部格差是正プログラム、社会的弱

者プログラム、横断的プログラム）により、コミューンや住民組織に対し直接資金が配賦される。 
6 2007 年の省庁組織改編により、農業・海洋漁業省となった。 
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への権限委譲・セクター間協調・住民参加の 3 原則の下、2020 年までに農村部の貧困撲滅を目

指すとしている。 

本事業では、低開発地域であるエルラシディア県における県及びコミューンの開発計画の策

定、及びボトムアップ型地域開発のプロセスを同県に適用するための方策の提言を通じ、上述

のような「モ」国の貧困削減及び農村開発にかかる政策を支援する。 

 

（３）他国機関の関連事業との整合性 

 INDH にかかる政策・事業については、世界銀行がその制度設計及び実施運営に協力している。

また国際機関や各国ドナー（フランス(AFD)、ドイツ(KfW)、EU 等）が同政策への資金援助を行

っている。地方行政分野の支援としては、フランスが「地方分権化プロセス支援プロジェクト

（Projet d’Accompagnement Décentralisation）」を通じて分権化の制度構築及び地方議員・

行政官の能力向上を、USAID が「地方行政プロジェクト（Local Governance Project）」にて都

市コミューンを中心とする地方行政の能力強化等を実施している。 

エルラシディア県内では、世界銀行及び USAID による全国規模の支援の一環として、計 5 コ

ミューンにて住民参加による開発計画の策定支援が行われたほか、本年（2008 年）開始される

Millennium Challenge Account（米国）や国際農業開発基金（IFAD）の支援により、水利施設

の整備や農産物加工等の事業が行われる予定である。 

本事業では、これら既存の事業経験や教訓を活用しつつ、地方行政機関の人員・経験不足や

貧困率の高さの面で特に困難を抱えるエルラシディア県を対象とし、同県特有の組織体制や開

発資源等の諸条件を踏まえた実現性・適用性の高い農村開発計画を策定する。また、策定した

計画に沿った事業の実施・モニタリングという一連の過程及び実施体制を提案する。協力対象

コミューンの選定等にあたっては、他ドナーによる事業との連携・調整を図る。 

 

（４）我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け 

 我が国は 1999 年の経済協力政策協議において「地方開発による地域格差是正」を援助重点分

野として合意し、2007 年度 JICA 国別事業実施計画における対「モ」国重点分野として「社会的

格差・地域間格差の是正」を掲げている。加えて、今後さらに戦略的な支援を進めるべく、「モ」

国内でも特に貧困度の高いエルラシディア県を対象とする協力プログラム「エルラシディア県

地域開発プログラム（2008～2015 年）」を策定しており、本事業はその中心的な協力案件として

位置づけられる。また、本事業の実施を通じ、上記プログラムにおける他の事業（技術協力、

円借款）、及び今後の実施方針の具体化・明確化をも目指す。 

 

４．協力の枠組み 

エルラシディア県農村地域住民の収入の創出・向上を主とした生活水準の改善を目指す。 

このため、当該地域のニーズとポテンシャルに基づく県及びコミューンの開発計画を策定し、

また、その一部を実施・モニタリングする過程を通じ、住民、地方行政官及び事業実施関係者

の地域開発能力の向上を図る。 

開発計画の策定にあたっては、同県の重要課題である住民の収入創出活動の推進（農産物を

始めとする生産品の高付加価値化や市場流通改善）、及び水管理・節水農業の導入・強化を重点

項目とする。 

 

（１）調査項目 

1) フェーズ I：基礎調査及び概定計画の策定  

1-1 既存情報の収集・分析 

(1) 「モ」国の地域開発政策、行政構造、対象地域の自然・社会・経済状況 

(2) 既存の開発事業実績及び策定済 PDC の分析 

(3) 我が国及び他ドナーによる支援のレビュー 

1-2 現地踏査 

(1) 踏査対象サンプルコミューンの選定 

(2) 農村地域を中心とするフィールド調査 

1-3 概定 PDC の策定 
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(1) PDC 策定対象コミューンの選定（4～6カ所を想定） 

(2) 対象コミューンにおけるベースライン調査 

(3) 参加型計画策定プロセスの提案 

(4) 上記プロセスに基づくニーズ分析、優先度の特定、事業計画の作成、実施体制

の検討 

※ 想定される事業の内容： 

域内産品の品質向上・高付加価値化・共同生産販売、農外収入の創出（女

性の活動支援など）、生活基盤や末端用水路の整備・維持管理、節水灌漑

の導入、住民組織の運営能力の強化にかかる各種研修やセミナー、等 

1-4 概定エルラシディア県農村開発計画の策定 

(1) 農村開発のポテンシャル及び阻害要因の分析 

(2) 全体開発方針・戦略及び事業案の策定 

(3) 優先度の特定、詳細事業計画の作成、予算・実施体制の検討 

※ 想定される事業の内容： 

水利施設の建設・改修、域内産品の市場流通経路の開拓・インフラ整備、

教育・保健等行政サービスの提供体制の向上、等 

(5) 概定 PDC を踏まえた県農村開発計画の内容への反映・調整 

 

2) フェーズ II：パイロットプロジェクトの実施、モニタリング・評価 

2-1 パイロット事業の実施 

(1) 概定 PDC 及び概定エルラシディア県農村開発計画に基づく事業の選定 

(2) 事業の実施・モニタリング・評価体制の検討・整備 

(3) 事業の実施 

(4) 事業の評価及びフィードバック 

2-2 PDC 策定対象コミューンにおける PDC の策定 

2-3 エルラシディア県農村開発計画の策定 

2-4 開発計画の策定及び事業実施・モニタリングのプロセスに対する改善提言の策定 

     ※ 想定される提言とそのための方策の内容： 

計画策定・事業実施における実施手順及び組織体制の改善、 

関係組織の能力向上（人材育成・研修計画等）、 

情報の公開及びアクセスの向上、 

県における事業の審査・採択及び運営管理メカニズムの改善、 

コミューンにおける地域住民の責任・権限の明確化及びオーナーシップの

向上、等 

 

（２）アウトプット（成果） 

農村地域住民の収入向上及び生活改善にかかる社会・経済開発事業を実施するため、 

① パイロットコミューンにおける PDC が策定される。 

② 県の行政及び事業実施機関が実施すべき事業、及び県全体の地域開発戦略を明らかにしたエ

ルラシディア県農村開発計画が策定される。 

③ 県農村開発計画及び PDC の計画策定及び実施・モニタリングのプロセスにかかる改善提言が

なされる。 

④ 関係機関であるエルラシディア県庁、ORMVA TF、セクター県支局及び事業実施機関、コミュ

ーン関係者（コミューン行政・自治組織及び地域住民組織）の開発計画策定・事業実施にか

かる能力が向上する。 

⑤ エルラシディア県に対する我が国の協力方針及び必要な事業内容が明らかになる。 

 

（３）インプット（投入）：以下の投入による調査の実施 

1) コンサルタント 

派遣分野（案）： 

・総括/農村開発/地方行政 
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・住民組織/農村社会経済/ジェンダー 

・流通・マーケティング 

・営農計画・節水灌漑 

・畜産 

・環境社会配慮 

・情報管理 

2) その他 

・研修員受入（3年間で 3～4名程度を予定） 

・調査に必要な機材（車両、事務機器等） 

3) 「モ」国側投入 

・カウンターパート人員配置 

・事務所スペースの提供 

 

（４）対象地域における我が国の協力事業の成果の活用と連携 

 我が国はエルラシディア県にて農業、教育、母子保健（以上技術協力）、上水道整備（円借款）、

ボランティア派遣等の協力を実施済または実施中である。特に本事業の実施と関連の大きい案

件は以下のとおり。 

開発調査「東部アトラス地域伝統灌漑施設（ハッターラ）改修・農村開発計画調査」／草

の根無償資金協力によるハッターラ改修： ハッターラ分布地域における灌漑施設の中

長期的な改修及び維持管理を主とする開発計画が策定された。また、現地住民組織によ

り 20 カ所余りのハッターラが改修された。 

開発調査「地方基礎教育改善計画調査」： 地域住民と学校関係者から構成する学校運営委

員会によるボトムアップ型の学校改善活動モデルを提案した。  

円借款「地方道路整備事業」： インフラ整備による経済活性化の機会の拡大や社会サービ

スへのアクセス改善を目的として、未整備の地方道路の整備を行う。 

 技プロ「地方村落妊産婦ケア改善プロジェクト」／個別専門家派遣／現地国内研修： 妊

産婦ケアに携わる保健省県支局や関連機関の職員の能力強化を実施している。 

本事業の実施に際しては、上記事業にて得られた知見や人材を活用し、農村住民の生計向上、

及び行政・セクター機関・住民の参画による地域開発のための具体的方策を検討する。またパ

イロット事業の実施に際し、これら事業の支援対象となったコミューンや組織の活用を検討し、

相乗効果の発現を目指す。 

 

５．協力終了後に達成が期待される目標 

（１）提案計画の活用目標 

・ 策定した PDC が県により承認され、コミューン及び住民組織主体により事業化される。 

・ 策定した県農村開発計画が県及び関連セクターの事業実施機関により事業化される。 

・ コミューン及び県の開発計画の策定と事業実施にかかるプロセスの改善提言が「モ」国政府

により受け入れられ、エルラシディア県に適用・普及される。 

 

（２）活用による達成目標 

・ エルラシディア県農村地域住民の収入向上及び生活改善が図られる。 

・ 「モ」国における地域間格差及び社会的格差が改善される。 

 

６．外部要因 

（１）協力相手国内の事情 

・ 政策的要因：地域開発、貧困削減、及び地方分権化にかかる政策の大幅な転換 

・ 行政的要因：行政関連組織の体制変更 

・ 政治的要因：選挙の前後の情勢・治安の悪化 

・ 自然的要因：大規模な旱魃等の自然災害 

・ 経済的要因：農作物の価格の急激な価格変動 
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（２）関連プロジェクトの遅れ 

・ 特に該当なし 

 

７．貧困・ジェンダー・環境等への配慮（注） 

 「モ」国全般について、隣接するコミューン間、及び同一コミューンや農村地域内の世帯間

の貧困格差が指摘されており7、エルラシディア県においても同様の傾向が推定される。本事業

の実施に際してはこれらの特徴を踏まえ、点在する貧困層に対しても裨益しうる開発計画、な

らびにこれら住民の意思を反映するための計画策定・事業実施プロセスを提案する。 

 エルラシディア県内の女性の非識字率は 53.4%（男性は 25.7%）8、うち農村部に住む女性が

62.3%を占める。特に農村部の女性の社会生活環境は「モ」国社会の一般状況と大きくかけ離れ

ており、社会・宗教上の慣習から女性の外出や経済活動が認められていない地域もある。よっ

て、本事業では上記の特殊性に配慮しつつ、関連機関（ORMVA/TF、国家相互扶助局、アソシエ

ーション等）と連携し、識字教育や収入創出活動を通じた女性の社会参加の促進を検討する。

 策定される開発計画には、施設建設等の事業案も含まれる可能性がある（特に県のレベルに

よる中・大規模な事業計画）。また、ハッターラについてはその文化的価値から「モ」国内の一

部地域では重要文化財として指定される動きもある。よって本事業の実施においては、このよ

うな動向に留意しつつ、JICA の「環境社会配慮ガイドライン」を遵守し、環境や社会への負の

影響を最小限とするよう配慮する。 

 

８．過去の類似案件からの教訓の活用（注）  

 「インドネシア国スラウェシ貧困対策支援村落開発計画」など多くの住民参加型地域開発支

援において、地方行政と住民の双方に対する能力強化と両者をつなぐしくみ作りの必要性が指

摘されている。本事業においては、県、コミューン及び住民それぞれのレベルの地域人材を、

地域開発の計画・実施プロセスの実践を通じて育成する。またその過程を通じ、地域住民間の

ネットワークの形成や行政と住民の間の信頼醸成を目指す。 

 「エクアドル国シエラ南部地域生産活性化・貧困削減計画調査」においては、住民主体の事

業実施に際し、支援機関からの技術支援の必要性が指摘されている。エルラシディア県におい

ては住民密着型の支援機関として ORMVA TF が存在するが、同機関を含めた支援機関の能力・体

制の強化に取り組むこととする。 

 「マリ国セグー地方南部砂漠化防止計画調査」においては、伝統的住民組織の枠組みや慣行

を尊重しつつ事業を進めることにより、住民の共同参画が確保されている。本事業の対象地域

においても、行政区分であるコミューン単位での開発を進めるにあたり、伝統的な自然集落で

あるクサールや同集落から成る生活に密着した住民組織（アソシエーション）等の共同体の活

用を積極的に検討する。 

 

９．今後の評価計画 

（１）事後評価に用いる指標 

（ａ）活用の進捗度 

策定した PDC 及び県農業開発計画に基づいて実施された事業数 

提案した開発計画の策定及び事業実施にかかるプロセスの改善提言の適用・普及状況 

（ｂ）活用による達成目標の指標 

エルラシディア県農村部住民の所得、貧困率、各種社会指標（教育状況、保健衛生状況等）

 

（２）上記（ａ）および（ｂ）を評価する方法および時期 

 フォローアップ調査によるモニタリング（2012 年以降） 

 

（注）調査にあたっての配慮事項 

                                                  
7 世銀「Morocco Poverty Report, 2004: Strengthening Policy by Identifying the Geographic 
Dimensions of Poverty」より。 
8 2004 年現在。 
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	（４）対象地域における我が国の協力事業の成果の活用と連携 

